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なぜ、大都市制度改革議論が必要か

1.日本の持続的発展のためのトリガー

①都市部・非都市部の二元論からの脱却

②地域による違いを認識する

③広域行政区域と経済社会圏域のズレの是正

④官民を問わず中間組織体の意義の変化

2.ネットワーク・ハブ機能の担い手

①水平に結び付ける機能

②集中ではなく「集積」の機能



なぜ、大都市基礎自治体議論が必要か

1.政策は現場に宿る・・基礎自治体の重要性

①近接性の原則

②補完性の原則

2.集積による融合力の発揮・・集積力の活用

3.地域の多様性と結び付く力・・国の姿の議論

4.圏域としてのリスクマネジメントの核



どんな大都市制度が求められるか

1.基礎自治体優先の原則

2.特別自治市制度による近接性・補完性の充実

①基礎自治体間による近接共助

②広域行政体による補完

3.災害時の現地主義



どんな近接共助が求められるか

1.水平な業務連携・機能連携の充実

2.水平な業務委託・機能委託の充実

3.ガバメント連携ではなくガバナンス連携

4.近接連携+遠隔連携



「人口」概念の変化

1.夜間人口

2.昼間人口

3.交流人口

4.関係人口
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特別自治市へのアプローチ

1.画一化と階層化の限界への認識

2.画一的な制度の中の差ではなく、多様な制度

による区別が必要。

・・違いを認識した制度の構築

3.新たな「圏域」と「階層」への認識。

4. 総合行政を支える姿の多様化。

5.情報分権の拡充
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細分化によるタコ壺の形成





ＩＣＴの進化による労働分配格差
(総務省「令和元年度総合通信白書)
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ＩＣＴによる業務変化
(総務省「令和元年度総合通信白書)
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